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研究要旨 
日本を含めアジアにおける１型糖尿病の発症頻度は欧米白人に比し非常に少ないと報

告されてきたが、2001 年度以降、我が国からの報告はなく、詳細な疫学データは整ってい

ない。小児に関しては児童福祉法に基づいて国が行う小児慢性特定疾患治療研究事業（小

慢事業）があり、これは現時点において全国的な小児期発症１型糖尿病の疫学調査を可能

にする唯一のデータと考えられる。小児期発症１型糖尿病患者の発症率、および有病者数・

有病率を求めるために、2005～2012 年の小慢事業に基づいて、コンピューターに登録さ

れた糖尿病のデータを詳細に解析した。 

15 歳未満の１型糖尿病の 2005～2010 年度の発症率（/10 万人年）は、2.25（2.14‐2.36）、

年齢 3 区分別には、0‐4 歳:1.48（1.29‐1.66）、5‐9 歳:2.27（2.08‐2.47）、10‐14 歳:3.00

（2.74‐3.25）、2005～2012 年度の有病者数（名）および有病率（/10 万人）は、2,326（2202‐

2450）、13.53（12.63‐14.43）であった。本邦における発症率は欧米諸国と比較して著し

く低く 1998 年以降横ばいであり、発症年齢の低年齢化も認めなかった。 

近年の地方自治体による独自の子どもの医療費助成等の影響により、小慢事業への登録

が低下している可能性もあり、今後は小慢事業による対象年齢の１型糖尿病患者の疾患網

羅度を検討し、本研究結果が本邦の１型糖尿病の全体像をどれくらい正確に反映している

か評価する必要がある。 

 

A. 研究目的 

日本を含めアジアにおける１型糖尿病

の発症頻度は欧米白人に比し非常に少な

いと報告されてきたが、2001 年度以降、

我が国からの報告はなく、詳細な疫学デ

ータは整っていない。 

しかし、小児に関しては小児慢性特定

疾患治療研究事業（小慢事業）がある。

これは現時点において全国的な小児期発

症１型糖尿病の疫学調査を可能にする唯

一のデータと考えられる。小慢事業は、

児童福祉法に基づいて国が行う治療研究

事業である。対象疾患の治療にかかった

費用（保険適用分）の一部を公費によっ

て助成するものである。2005 年に法制化

され、11 疾患群（514 疾患）が対象とな

っており、糖尿病も認められている。対

象疾患名として糖尿病は、１型糖尿病、

２型糖尿病、その他の糖尿病に分類され

ている。対象の条件は、満 18 歳未満の

患者である。ただし、18 歳未満で認定を

受け、引き続き有効な医療券を交付され

ている場合、満 20 歳未満まで延長可能

である。 

小慢事業は、全国レベルの情報を得る



ために非常に貴重であると考えられるが、

地域自治体による乳幼児・学童への医療

費補助制度の拡充により、近年、地域に

よっては登録の遅れや登録率の低下など

の問題が指摘されており、疫学データと

しての精度の検証が必要とも考えられて

いる。 

平成 26 年度は、この小慢データから

の１型糖尿病症例の抽出条件の検討、お

よび 2010～2012 年のデータを用いて日

本人小児期発症１型糖尿病患者の発症率、

および有病者数・有病率を算出した。今

年度は 2005～2012 年度と解析範囲を拡

大し、さらに、真のデータにより近づけ

るために発症時期から小慢事業への登録

までの時間差を考慮し、小慢事業に登録

された１型糖尿病症例について詳細な検

討を行った。 

B. 研究方法 

1. 対象症例 

2005~2012 年度に小慢事業に登録さ

れた 15 歳未満発症の１型糖尿病患者を

対象とした。本研究における１型糖尿病

の定義は、1）主治医による１型糖尿病

の診断に加えて、2）インスリン加療中

and/or 3）GAD 抗体陽性（≧1.5U/ml）

とした。 

2. 発症率の算出方法 

2005～2012 年に１型糖尿病発症後 3

年以内に新規登録された症例を対象とし

た。１型糖尿病の発症から小慢事業への

登録までの期限は定められていないため、

発症時年齢と登録時年齢にはしばしば乖

離が見られる。このため、発症から登録

までの時間差を考慮し、発症後 3 年以内

に登録された症例を補正し、2005～2010

年度の発症率を算出した。 

2010 年度を例に、具体的な発症率の計

算方法を述べる。2010 年度の発症率は、

発症後 1 年以内の 2010 年度新規登録症

例＋発症後 1 年以上 2 年未満経過した

2011 年新規登録症例＋発症後 2 年以上 3

年未満経過した 2012 年新規登録症例と

して算出した。性別、発症月別、年齢別

（発症年齢別、発症年齢 3 階層別：0‐4

歳、5‐9 歳、10‐14 歳）、地域別（8 地

方区分別、都道府県別）にも検討した。

発症率の算出の際には、総務省統計局が

毎年発表している人口統計表を用いた。 

3. 有病者数・有病率の算出方法 

2005～2012年度の到達年齢 15歳未満

を対象として、有病者数および有病率を

性別に算出した。有病率を算出する際に

は、総務省統計局が毎年発表している人

口統計表を用いた。 

統計学的処理には SAS version 9.4 

（ SAS institute, Inc., Cary, North 

Carolina, USA）を用いた。 

C. 研究結果 

1. 発症率 

15 歳未満の発症率（/10 万人年）は 2.25 

(2.14‐2.36) [男児 /女児 :1.91 (1.83‐

1.98)/2.52 (2.34‐2.69)]であった。発症

率の頂値は、13 歳時に 3.18 (2.92‐

3.45)[男児(13 歳時):3.28(3.02‐3.55)、女

児(10 歳時):3.76 (3.34‐4.19)]と思春期

に認めた。年齢 3 区分別発症率は、0‐4

歳 :1.48(1.29 ‐ 1.66) [ 男児 / 女児 :1.31 

(1.16‐1.47)/1.60 (1.35‐1.84)]、 5‐9

歳 :2.27 (2.08‐2.47) [男児 /女児 :1.70 

(1.50‐1.90)/2.78 (2.42‐3.15)]、10‐14

歳 :3.00 (2.74 ‐ 3.25) [ 男 児 / 女

児 :2.70(2.51‐2.90)/3.17 (2.77‐3.56)]

であった。どの年齢層でも女児に高率で

あった。幼児期および思春期以降の発症

では性差は小さかった。月別には 4 月

[13.7%(12.3 ‐ 15.1)] 、 次 い で 12 月



[10.8%(9.9‐11.7)]、5 月 [10.1%(9.4‐

10.8)]の発症が多かった。季節別にみる

と春の発症が 30.9 (28.4‐33.5)%、夏の

発症が 18.8 (16.5‐21.1)%、秋の発症が

23.5 (21.1‐25.9)%、冬の発症が 26.8 

(24.6‐29.0)%を占めた。冬から春にかけ

て多く、夏に少なかった。 

8 地方区分別発症率（/10 万人年）は、

北海道地方 3.37 (2.61‐4.12)、東北地方

3.07 (2.54‐3.60)、関東地方 2.20 (2.06‐

2.34)、中部地方 2.23 (2.04‐2.43)、近畿

地方 2.27 (2.12‐2.42)、中国地方 1.74 

(1.49‐1.99)、四国地方 2.21 (1.68‐2.74)、

九州地方 2.22 (1.83‐2.62)であった。 

2. 有病者数・有病率 

2005～2012年度の 15歳未満の１型糖

尿病の推定有病者数（人）は 2326 

(95%CI:2202 - 2450) [男児/女児: 991 

(938 - 1044)/1303(1222 - 1383)]、有病率

(/10 万人)は 13.53(12.63 - 14.43) [男児/

女児:11.35(10.58‐12.12)/15.67(14.50 - 

16.84)]であった。 

3. 疾患網羅度 

2005～2012 年度に小慢登録事業に登

録された 15 歳未満の糖尿病症例は平均

2701.0 人/年 (95%CI:2593.3-2808.7)、

新規発症例は 528.4/年 (503.6-553.1) で

あった。このうち主治医により１型糖尿

病として登録された症例は 2400.7 人/年 

(2285.4-2516.1) [新規登録は 413.9 人/年

(388.1 - 439.6)]であった。主治医により

１型糖尿病として登録された症例のうち

の 96.9%にあたる 2326.3人/年 (2202.1 - 

2450.4) [新規登録症例：396.3 人 /年

(371.5 -421.0)]が本研究における１型糖

尿病の定義を満たす症例であった。また、

本研究における１型糖尿病の定義を満た

す症例の中で、発症後 1 年以内、3 年以

内に登録した症例はそれぞれ 84.3% 

(81.7 - 86.9)、90.5% (88.0-92.1) であっ

た。 

D. 考察・結論 

小慢事業の population-based data を

用いて本邦における 15 歳未満の１型糖

尿病の発症率および有病者数・有病率を

検討した。 

2005～2010 年度の発症率 （/10 万人

年） は、2.25 (2.14‐2.36)、年齢 3 区分

別にみると、0‐4 歳:1.48 (1.29‐1.66)、

5‐9 歳:2.27 (2.08-2.47)、10‐14 歳:3.00 

(2.74-3.25)であった。過去の小慢事業を

用いた報告によると、0‐14 歳の１型糖

尿病の発症率（/10 万人年）は 1986～

1990 年：1.5(男児/女児:1.2/1.8)、1998

～2001 年：2.37(男児/女児:2.06/2.61)で

あった 1,2）。また、1998～2001 年におけ

る年齢 3 区分別発症率（/10 万人年）は、

0‐4 歳: 1.71、 5‐9 歳: 2.24、10‐14

歳: 3.09 であった。よって、本邦におけ

る発症率は欧米諸国と比較して著しく低

く 1998 年以降横ばいであり、発症年齢

の低年齢化も認めなかった。 

発症率の性差は、本邦における既報の

データと同様に女児に高かった 1)。発症

率の性差には発症率の高さや人種が関係

している 3,4）とされ、欧州諸国において

は男児で高く、アジアやアフリカでは女

児に高いことが報告されている 5）。既報

のデータと比較して、全体に占める男女

の割合についても本邦においては同等で

あった 1）。発症率のピークは、男女とも

に 思 春 期 に 認 め た 。 男 児 (13 歳

時):3.28(3.02‐3.55)、女児(10 歳時):3.76 

(3.34‐4.19)で女児に早く、第二次性徴

の直前時期に合致していた。これも既報

通りであり、諸外国とも同様の結果であ

った 6)。 

１型糖尿病の発症には季節性があり、



一般的に、冬に多く、夏に少ないことが

報告されてきた 7)。しかし、これまで我

が国を含めた発症率の低い国からは、発

症時期に季節性はないと報告されてきた
1,8-10)。本研究の結果では 4～5 月、12 月

と二峰性を認めた。4～5 月に多かった理

由として、わが国における糖尿病のスク

リーニング検査の存在と１型糖尿病の発

症形態の特徴が挙げられる。我が国には、

小児糖尿病の早期発見を目的とした学校

検尿という独自の制度がある。法制化さ

れた 1992 年以降、6‐15 歳（小・中学

生）の全児童へ毎年行うことが義務づけ

られており、一般に年度初めに行われる。

我が国独自のシステムである学校検尿が、

１型糖尿病の早期発見に一役買っている

可能性がある。 

小慢事業は国による公的事業であり、

現時点で我が国における小児期発症１型

糖尿病の全数調査を可能にする唯一の方

法である。しかしながら、以下の

limitation がある。わが国には、小児期

発症１型糖尿病患者が受けられる医療費

の助成制度として、小慢事業の他、地方

自治体ごとに独自の子どもの医療費助成

制度がある。この制度は地方自治体によ

って、その助成金額や対象年齢が異なり、

場合によってはこの制度により医療費が

全額カバーされる。その場合、小慢事業

への登録は急を要さない。これが１型糖

尿病発症から小慢事業登録までの時間差

を生じる一因と考えられる。本研究では、

発症から 3 年以内に登録された症例まで

補正して発症率を算出した。2005～2012

年度における発症後 3 年以内の登録は、

その年度に登録された新規発症症例の平

均 90.5% (95%CI:88.0-92.14)であった。

すなわち、発症率を過小評価している可

能性がある。また、地方自治体による医

療制度の手厚い地域や、地方自治体によ

る医療制度の助成対象となりやすい幼年

期では小慢事業への登録率が下がる可能

性があり、年齢や地域によって、その発

症率の正確性に差がある可能性がある。 

これまで我が国における１型糖尿病の

発症には地域差はないと報告されてきた。

本研究の結果をみると、高緯度地域に発

症率が高く、地域差があるようにもみえ

るが、前述のとおり各自治体の対応が異

なるため、現時点で結論を導くことはで

きない。 

また本研究の結果、発症率の増加は認め

なかったが、有病者数、有病率の増加を

認めた。これは、小慢事業へ新規登録は

行ったものの、地方自治体からの医療費

助成で全額医療費がカバーされるために、

毎年の更新手続きを行っていなかった症

例が、2005 年に小慢事業が法制化された

影響で継続症例の登録が増えたことが影

響した見かけ上の増加と考えられる。 

今後は、小慢事業による対象年齢の１

型糖尿病患者の疾患網羅度を検討し、本

研究結果が本邦の１型糖尿病の全体像を

どの程度正確に反映しているかを評価す

る必要がある。 
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